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1 ．は じ め に
　我が国の人口は2₀1₀年をピークとして減少し，急速に人口減少，少子高齢化が進むと予測され
ている．図 1 によって我が国の将来人口をみると，2₀1₀年に12,₈₀₆万人であったのが，2₀3₀年には
11,₆₆2万人，そして2₀4₀年には1₀,2₇₈万人と予測されている．高齢化率（₆5歳以上人口割合）は
2₀1₀年に23％であったのが2₀4₀年には3₆％にも達すると予測されている．
　地域別の年齢別人口の推移を国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平
成25（2₀13）年 3 月推計）」に基づいて作成した地域別・年齢別人口指数（図 2 ）によってみること
にする．それによれば，総人口の減少は特に地方圏で大きく2₀1₀年を1₀₀とした地方圏の指数は₈₀
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図 1　我が国の将来推計人口と高齢化率
①総人口，年齢別人口 ②年齢別人口割合
出所 ：実績は国勢調査，予測は国立社会保障・人口問題研究所は「日本の地域別将来推計人口（平成25（2₀13）年
3月推計）」に基づいて作成．
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以下となる．すなわち3₀年間で2₀％以上人口が減少すると予測されている．
　これを年齢別にみると，15歳未満の人口および15～₆5歳未満人口が大きく減少しているのに対
して，₆5歳以上の人口は増加している．少子化を反映して15歳未満の人口減少が激しく，2₀1₀年
を1₀₀とした2₀4₀年の指数は全国で₆3.₇，地方圏では₆₀.₆と3₀年間で4₀％近く減少することになる．
3 大都市圏の減少も大きくすべての圏域で2₀4₀年の指数が₇₀以下となると予測されている．
　労働人口と密接に関連をもつ15～₆5歳以下人口の減少も大きく，全国で2₀4₀年の指数が₇₀.₈，地
方圏では₆₆.₆となる．比較的減少率が小さい東京圏，中京圏でも₇5程度になると予測されている．
この年齢層の人口の減少は労働人口の減少に繫がり，将来の経済動向に大きな影響を与えるもの
と考えられる．
　₆5歳以上人口の指数をみると，全国の2₀4₀年指数は131.2と大きな増加となるが，大都市圏特に
東京圏における増加はさらに大きく，2₀4₀年指数は153にもなると予測されている．高齢化の今後
の波が大都市圏，特に東京圏で大きいことが分かる．
　次に，将来の年齢別の人口割合の推移（予測）を図 3 によってみる．それによれば，15歳未満人
口割合の低下は激しく，全国で2₀1₀年に13.1％であったのが2₀4₀年には1₀％となる．東京圏の割合
低下はさらに大きく，2₀4₀年には₉.4％になると予測されている．中京圏の割合低下は相対的に小
さい．
　15～₆5歳未満人口割合の低下も大きく，全国で2₀1₀年に₆3.₈％であったのが2₀4₀年に53.₉％と
1₀％程度低下すると予測されている．各年次で15～₆5歳未満人口割合が最も高いのが東京圏で，
最も低いのは地方圏であるが，2₀1₀年から2₀4₀年までの低下幅をみると東京圏が大きい．東京圏
図 2　地域別・年齢別人口の推移
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出所 ：国立社会保障・人口問題研究所は「日本の地域別将来推計人口（平成25（2₀13）年 3 月推計）」に基づいて筆
者が作成した．
1）　総人口指数（2₀1₀年人口＝1₀₀） 2 ）　15歳未満人口指数（2₀1₀年人口＝1₀₀）
3 ）　15～₆5歳未満人口指数（2₀1₀年人口＝1₀₀） 4 ）　₆5歳未満人口指数（2₀1₀年人口＝1₀₀）
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図 3　年齢別人口割合の推移（予測）
1）15歳未満人口割合
出所 ：国立社会保障・人口問題研究所は「日本の地域別将来推計人口（平成25（2₀13）年 3 月推計）」に基づいて筆者
が作成した．
2）15～₆5歳未満人口割合 3）₆5歳以上人口割合
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は2₀1₀年に₆₇％であったのが，2₀4₀年には5₆％になり11％低下する．15歳～₆5歳未満人口割合の
変化は経済動向を予測する重要な要因となる．
　₆5歳以上人口割合は全国で2₀1₀年は23％であったのが2₀4₀年には3₆.1％にもなる（13％増加）．₆5
歳以上人口割合が高いのは地方圏であるが，図 2 の地域別・年齢別人口指数でみたように急激に
増加していたのが東京圏であり，地方圏は₆5歳以上人口が2₀2₀年以降増加しない予測になってい
た．地方圏の₆5歳以上人口割合の増加は総人口の減少によるものである．一方，東京圏の₆5歳以
上人口割合の増加は総人口の減少効果より₆5歳以上人口の増加効果によるところが大きい．ちな
みに東京圏の₆5歳以上人口割合は2₀1₀年の2₀.5％から2₀4₀年に34.₆％になり，14.1％も増加すると
予測されている．
　このように人口の減少，少子高齢化が予測される中で2₀11年 5 月に設立された日本創成会議の
人口減少問題検討分科会が2₀14年 5 月に提言した「ストップ少子化・地方元気戦略」で「消滅可
能性都市」を発表した．それによれば，現状の特殊出生率1.41が続くと仮定すると人口の再生産を
中心的に担う「2₀～3₉歳の女性人口」は，国立社会保障・人口問題研究所の日本の地域別将来推
計人口に基づき推定すると，概ね3₀年後に約 ₇ 割に低下し，東京圏等への人口移動も収束しない
とした場合「2₀～3₉歳の女性人口」減少が 5 割を超える自治体が₈₉₆（全体の4₉.₈％）にもなるとし
た．これら自治体のうち2₀4₀年時点で人口が 1 万人以下に減少する自治体数は523もある．同会議
ではこれら₈₉₆自治体を「消滅可能性都市」とした．この議論については賛否もあるが，インパク
トが大きかったのは確かである．そして消滅可能性都市とされた自治体が ₇ 割を超える道県は北
海道，青森県，岩手県，秋田県，山形県，和歌山県，島根県，徳島県，鹿児島県の ₉ 道県にもな
る．
　 3 大都市圏（東京圏＝埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，中京圏＝愛知県，三重県，近畿圏＝滋賀
県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，和歌山県）の自治体数は5₉₆であり，そのうち消滅可能性都
市は1₈₈（31.5％）であり，地方圏（12₀4自治体）の消滅可能性都市は₇₀₈（5₈.₈％）である．地方圏
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に消滅可能性都市の割合が大きい．
　消滅可能性都市の問題は重大な問題であるが，今後の人口減少，少子高齢化の進行が都市財政
に与える影響も深刻であると考えられる．
　そこで本稿では人口の減少が都市財政への影響を検討することを目的として，一人当たりの地
方税，歳出および地方交付税のモデルを構築し，それらモデルから国立社会保障・人口問題研究
所の日本の地域別将来推計人口を利用して，都市圏別，都市規模別に将来の都市財政を予測し，
都市財政の今後の問題を整理することとする．
　都市財政に関する先行研究は数多くある．都市規模に関して吉村（1₉₉₈）は人口規模と人口当た
りの人件費（歳出）の関係を検討して．2₇～2₉万人の人口規模の都市が財政的に効率的であること
を示した．地方自治体の歳出額に関して土居（2₀₀₀）は地方自治体の公共財への財政支出が周辺の
地方自治体の便益を高めるというスピルオーバー効果と国庫補助金が歳出を助長するというフラ
イペイパー効果があることを指摘する．沓澤（2₀15）はコンパクトシティが都市財政に与える影響
を分析するために，周辺の自治体の歳出の影響を考慮した空間自己相関モデルとパネルデータを
使った変量効果モデルによって，DID 地区の集中度（コンパクト化）が財政支出に与える影響を分
析している．
　本稿の先行研究に比べた特色は，財政支出だけでなく歳入にも着目して，一人当たりの歳出額
モデルに加えて一人当たり地方税モデル，一人当たりの地方交付税モデルを作成して，人口少子
高齢化の地方財政に与える影響を分析するところにある．
2．都市財政の現状
　人口将来予測に関して都市圏別にみたが，都市財政の現状についても都市圏別，人口規模別に
みてみることにする．都市圏別は東京圏（東京都，神奈川県，埼玉県，千葉県），中京圏（愛知県，
三重県），近畿圏（大阪府，京都府，兵庫県，滋賀県，奈良県，和歌山県）と地方圏（ 3 大都市圏以外
の地域）であり，人口規模別は政令指定都市，中核市（地方自治法第252条の22第 1 項に定める政令
による指定を受けた市……3₀万人以上の市がほとんど），特例市（地方自治法第252条の2₆の 3 第 1 項に
定める政令による特別指定を受けた市……2₀万人台の都市が多い），それら以外の人口1₀万以上の市，
人口 5 万人から1₀万人未満の市，人口 5 万人未満の市である．なお，東京特別区（23区）は市に準
ずる基礎的地方自治体であるが，たとえば「上下水道」，「消防」などの事務に関して単独で行う
ことができないなど全く市と同一の権限を持つわけでなく，また，財政に関しても通常市町村税
である法人住民税，固定資産税，都市計画税などは都民税となっており都市財政に関して単純に
他の市町村と比較できない．したがって，以下の検討に関しては東京特別区を除いて行うことに
する．
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　表 1 は各都市圏，人口規模別の都市の平均の人口，都市の財政規模，一人当たりの財政につい
て整理したものである．
　それによれば，都市圏別の都市の人口規模は，東京圏は都市圏の中核である東京23区を除いて
いるが，平均で21万人強，中京圏は平均で1₆.₇万人，近畿圏は平均で1₇.₆万人となっている．人口
規模別の都市の人口規模は，当然ではあるが政令指定都市，中核市，特例市，それ以外の1₀万人
以上の市などの順となっている． 5 年間の人口の伸び率（2₀1₀年から2₀15年）をみると，東京圏の
都市と中京圏の都市がプラスであり，政令指定都市がプラスとなっている．地方圏の都市は平均
で1.₆％減少しているが，近畿圏も₀.₆％減少した．人口規模別にみると人口規模が小さい都市ほど
減少率が大きくなっていることが分かる．人口規模が大きな政令指定都市の 5 年間の人口伸び率
はプラスであるが，人口規模が 5 万人以上1₀万人未満の市は 2 ％減少し，人口規模が 5 万人未満
の市は 5 ％以上人口が減少している．
　歳入，歳出総額は規模の大きな都市が大きくなるのは当然であるが一人当たりの地方税額，歳
出額をみると， 3 大都市圏内の都市の一人当たりの地方税額が地方圏に比べ大きい．東京圏につ
いては中核的な東京23区が除かれているので，比較しにくいが中京圏が一番大きい．人口規模別
にみると，人口規模が大きな都市ほど一人当たりの地方税額が大きい傾向があることが分かる．
　一人当たりの歳出額をみると，逆に地方圏の都市が大きくなる．人口規模別にみると一人当た
りの歳出額が一番大きいのは人口 5 万人未満の市であり，次に政令指定都市が大きくなっている．
表 1　都市圏別，人口規模別の財政状況
平均人口
（国勢調査
人口Ｈ2₇）
（人）
5年間の人
口伸び率
（％）
歳入総額
（平均）
（百万円）
歳出総額
（平均）
（百万円）
財政力指数
一人当たり
地方税額
（千円）
一人当たり
地方交付税
（千円）
一人当たり
歳出額
（千円）
全国（₇₆₈市） 13₆,45₈ －₀.₆₈ 5₉,1₇1 5₇,143 ₀.₆5 13₀ 14₈ 5₀₉
東京圏（東京23区を除く）（122市） 211,14₆ ₀.₈₈ ₇3,₉2₈ ₇1,13₇ ₀.₈₈ 14₆ ₆₈ 3₉5
中京圏（52市） 1₆₆,₈31 ₀.45 ₆2,₇41 ₆₀,₆25 ₀.₈₉ 1₆₈ ₆₈ 4₀₆
近畿圏（111市） 1₇₆,452 －₀.₆4 ₈3,4₆₆ ₈1,₈43 ₀.₆₈ 13₇ 12₀ 4₈1
三大都市圏（2₈₇市） 1₈₉,54₈ ₀.25 ₇5,345 ₇3,113 ₀.₈₀ 14₆ ₈₈ 431
地方圏（4₈3市） 1₀5,131 －1.₆1 5₀,332 4₈,415 ₀.52 121 1₈4 555
政令指定都市（2₀市） 1,3₇5,243 1.₀4 ₆2₈,4₀4 ₆1₆,5₈₇ ₀.₈5 1₆₉ 45 5₀₆
中核市（45市） 3₉₉,₆₇1 －₀.35 151,₉₀₆ 14₇,454 ₀.₇₆ 14₆ ₈2 43₈
特例市（3₇市） 25₈,₀51 ₀.₀4 ₉1,5₇₉ ₈₈,433 ₀.₈2 14₇ ₆₉ 41₀
人口1₀万人以上市（153市） 151,522 －₀.51 5₈,₆5₆ 5₆,231 ₀.₇₈ 142 ₈₈ 42₈
人口 5万人から1₀万人未満市（251市） ₇₀,5₀₈ －1.₉₈ 32,15₉ 3₀,₆₈₇ ₀.₆5 132 123 4₇4
人口 5万人未満市（2₆2市） 33,₉4₆ －5.23 2₀,₈43 1₉,₈₇3 ₀.44 113 23₈ ₆15
注： 1．財政力指数：基準財政収入額を基準財政需要額で割ったもの．
　　 2．一人当たり地方税額，地方交付税額，歳出額は都市の単純平均である．
　　 3  ．東京圏は東京23区を除く東京都，神奈川県，埼玉県，千葉県の市，中京圏は愛知県，三重県の市，近畿圏は大阪
府，京都府，兵庫県，滋賀県，奈良県，和歌山県の市．
出所：2₀15年地方財政状況調査関係資料より筆者が作成．
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一人当たり歳出額が最も小さいのが人口2₀万人台の都市が多い特例市となっている．
　一人当たりの地方交付税額を人口規模別にみると，人口規模が小さい都市ほど大きくなってい
るのが分かる．
　次に都市圏別，人口規模別の財政の健全化指標をみてみよう．都市財政の健全化をみる指標と
して実質赤字比率，連結実質赤字比率，実質公債費比率，将来負担比率があげられている1）．ここ
では，都市圏別，人口規模別の標準財政規模，財政健全化指標に関連する実質収支比率，経常収
支比率，公債費比率，実質公債費比率，将来負担比率および財政力指数を表 2 によってみること
にする．
　それによりまず実質収支比率，経常収支比率をみると，三大都市圏の方が地方圏より悪くなっ
ている．一般に経常収支比率は₈5％以上が危険，₉₀％以上になると財政が硬直化しているといわ
れるが，すべての都市圏，すべての人口規模で₈5％を超えている．全国平均でほぼ₉₀％となって
おり，多くの自治体で財政が硬直化していることになる．
　次に，公債費負担比率をみてみる．公債費負担比率は15％以上が危険ランクといわれているが，
全国平均で15％を超えている．特に近畿圏の都市の平均が1₆.₉％，地方圏が1₆.4％と大きい．そし
て人口規模別にみると政令指定都市が1₉.4％にもなる．政令指定都市の2₀都市中 ₉ 都市が2₀％を超
え，大阪市は2₆.1％になる．実質公債費比率は1₈％を超えると地方債の発行について国，または都
道府県の許可が必要となるが，人口 5 万人未満の都市の実質公債費比率は12％を超えており，1₈％
を超える都市も多いと想像させる．実際1₈％を超える都市数は₇₉₀都市中21都市であるが，そのう
ち13都市が人口 5 万人未満である．2₀％を超える都市も ₉ 都市あるが，そのうち ₆ 都市が人口 5
万人未満である．
　将来負担比率は政令指定都市が異常に高くなっている．2₀₀％を超える都市は ₇ 都市でそのうち
3 都市が政令指定都市である．最も高いのは2₀₀₇年に財政再建団体に指定された夕張市で₇4₈.₇で
ある．次に高いのが政令指定都市の千葉市で24₈％であった．
　基準財政収入額を基準財政需要額で割った財政力指数をみると，地方圏の都市，人口規模が小
さな都市の値が極めて小さく，財政力がなく地方交付税交付金に頼らなければならない様子が分
かる．都市圏でみると東京圏と中京圏の都市が高い．財政力指数が 1 を超えている都市は2₇都市
1）　実質赤字比率：地方公共団体の最も主要な会計である「一般会計」等に生じている赤字の大きさを，
その地方公共団体の標準財政規模に対する割合で表したもの．
　　 連結実質赤字比率：公立病院や下水道など公営企業を含む「地方公共団体の全会計」に生じている赤
字の大きさを，標準財政規模に対する割合で表したもの．
　　 実質公債費比率：地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを，その地方公共団
体の標準財政規模に対する割合で表したもの．
　　 将来負担比率：地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大きさを，その地方公共
団体の標準財政規模に対する割合で表したもの．
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であるが，そのうち15都市が東京圏の都市で ₉ 都市が中京圏の都市である．
　以下において都市の財政状況を分析するとともに，国立社会保障・人口問題研究所の「日本の
地域別将来推計人口（平成25（2₀13）年 3 月推計）」に基づいて人口減少，少子高齢化が財政に与
える影響を検討する．
3．一人当たりの地方税額，歳出額および地方交付税額モデルの作成
　₇₉₀都市に関する財政関連データ，国勢調査等人口関連データ，事業所統計による事業所数，従
業者数等を用いて，一人当たりの地方税額，歳出額および地方交付税額モデルを作成し，総人口，
人口の年齢構成の変化によって一人当たりの地方税額，歳出額および地方交付税額がどのように
変化するかを検討する．なお，モデルでは，マクロ経済変数は採用していないので将来予測に関
してマクロ経済変動を反映しないが，労働人口の代理としての15～₆5歳人口割合を採用してそれ
表 2　都市圏および人口規模別財政規模，健全化指標等
基準財政需
要額
（百万円）
基準財政収
入額
（百万円）
標準財政 
規模
（百万円）
実質収支 
比率
（％）
経常収支 
比率
（％）
公債費負担
比率
（％）
実質公債費
比率
（％）
財政力指数
将来負担 
比率
（％）
全国（₇₆₉市） 22,₇14 1₆,5₈₉ 31,5₇4 5.42 ₈₉.₉₇ 15.21 ₉.32 ₀.₆5 ₇₀.₇5
東京圏（東京23区を除く）
（122市）
2₉,1₀₆ 2₆,₉₇1 4₀,₉₈₈ ₆.42 ₉₀.₉₉ 11.₇5 5.3₇ ₀.₈₈ 54.₉₇
中京圏（52市） 25,543 23,₆45 3₆,4₈2 ₇.14 ₈₇.₇₀ 11.₈1 5.31 ₀.₈₉ 4₇.₇5
近畿圏（111市） 31,₆43 24,₀₉3 44,312 3.₀₉ ₉2.₉1 1₆.₉2 ₉.55 ₀.₆₈ ₈₉.₈₀
三大都市圏（2₈₇市） 2₉,3₇2 25,2₈1 41,3₆₈ 5.22 ₉1.2₀ 13.₈1 ₇.₀2 ₀.₈₀ ₆₇.5₆
地方圏（4₈4市） 1₉,₀₇5 11,₈3₉ 2₆,222 5.5₉ ₈₈.₉1 1₆.42 11.3₀ ₀.52 ₇3.4₉
政令指定都市（2₀市） 222,₀₆3 1₉2,₉₀5 31₇,₉34 1.₉₇ ₉4.₆4 1₉.3₉ 1₀.₇₉ ₀.₈5 123.14
中核市（45市） ₆1,225 4₆,₇₉₇ ₈4,42₇ 4.₀₇ ₈₉.₈₇ 1₆.₀₇ ₈.13 ₀.₇₆ ₆₉.11
特例市（3₇市） 3₇,124 3₀,₆2₉ 51,₈₉₉ 4.₈₈ ₉₀.3₈ 14.4₇ ₇.55 ₀.₈2 ₆2.₈2
人口1₀万人以上市
（153市）
22,₉5₀ 1₇,₈₀3 32,13₈ 5.45 ₈₉.₇1 14.15 ₇.25 ₀.₇₈ 5₈.₆1
人口 5 万人から1₀万人未
満市（251市）
12,452 ₇,₈5₆ 1₇,14₇ 5.₉₀ ₈₉.5₆ 14.₆₇ ₉.22 ₀.₆5 ₆₇.₀4
人口 5万人未満市
（2₆3市）
₈,2₈₈ 3,535 1₀,₉3₈ ₆.14 ₈₉.₀2 1₆.4₉ 12.₀₈ ₀.44 ₇₉.₆2
注： 1． 基準財政需要額は決算額でも予算額でもなく，各自治体の財政需要額を合理的に算定するために地方交付税法の規
定に基づき算定したもの．
　　 2． 基準財政収入額＝標準的な地方税収入額×₀.₇5＋地方贈与税額，標準財政規模とは地方税，普通地方交付税など一
般財源ベースの標準的な財政規模．
　　 3． 経常収支比率＝（経常経費充当一般財源 / 経常一般財源総額）×1₀₀，実質収支比率＝（実質収支額 / 標準財政規
模）×1₀₀
　　　　 公債費負担率＝（公債費に充当した一般財源の額 / 一般財源総額）×1₀₀，実質公債費比率は元利償還金等から元利
償還金等に対する特定財源，交付税措置額を差し引き計算，財政力指数＝基準財政収入額 / 基準財政需要額，将来
負担比率＝（将来負担すべき実質的負債 / 標準財政需要額）×1₀₀
　　 4． 将来の財政状況の予測と比較している意味で国立社会保障・人口問題研究所の人口予測が東日本大震災後であって
福島県が除かれているのでここでも除く，また東日本大震災のため以上に歳出が多くなっている岩手県，宮城県の
₈都市を除く．
出所：2₀15年地方財政状況調査関係資料より筆者が作成．
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を補う．そして，将来の財政状況の予測に関してマクロ経済変動は特に反映していないが，15～
₆5歳人口割合の低下が経済を低迷させ一人当たりの地方税額を低下させると想定されるが，①一
人当たりの地方税額が変化しない程度の技術革新がある，および②全国平均の一自治体当たりの
地方税額が変化しない程度の技術革新があると想定して検討することにする．
3 － 1 　一人当たり地方税額モデル
（ 1 ）人口規模と一人当たりの地方税額
　一人当たりの地方税額は人口規模が大きくなるほど経済力も大きくなり多くなると想定される．
なお，すでに説明したように東京特別区は，通常市町村税の法人住民税，固定資産税，都市計画
税等が都税ととなり他の自治体と比較できないのでサンプルから除外している．
　図 4 は地方自治体の一人当たりの地方税額と人口の散布図（②）と各人口規模の平均をグラフ化
したもの（①）である．なお，政令指定都市の人口規模が大きいので図 4 ②の一人当たりの地方税
額と人口の散布図からは政令指定都市は除くものとする．図 4 ①の各人口規模別の平均一人当た
りの地方税額をグラフ化したものの中には政令指定都市も含めている．
　図 4 ②の散布図をみると，人口規模が大きくなると一人当たりの地方税額が大きくなる様子を
読み取ることができる．図 4 ①の人口規模別の平均の値をみると，明確に人口規模が大きくなる
と一人当たりの地方税額が大きくなる様子が分かる．
（ 2 ）一人当たりの地方税額モデル
　東京23区を除く₇₉₀市をサンプル都市として一人当たりの地方税額モデルを作成する．被説明変
数は「一人当たりの地方税額」である．説明変数として「人口の対数値」，その調整ともいえる
「 4 万人未満人口都市ダミーと人口の対数値の交差項」，労働人口の代理として「15～₆5歳未満人
口割合」，産業構造を示す「第 2 次産業割合」，「第 3 次産業割合」，経済活動の活発化を示す指標
として「一人当たりの従業者数」，都市の成長力を示す「相対的人口成長率」を採用した．なお，
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図 4　一人当たりの地方税額
①人口規模別 ②散布図（政令指定都市を除く）
　　出所：2₀15年地方財政状況調査関係資料と2₀15年国勢調査より筆者が作成．
人口減少と都市財政（前川） 71
モデルの関数形は線形モデルとした．
（ 3 ）説明変数の説明と符号条件
　まず，人口規模を説明する．人口規模は経済活動と密接に関連する．すなわち，人口規模が大
きいほど一人当たりの所得が大きくなり税収も大きくなると考えられる．しかし，一人当たりの
地方税額が人口に完全に比例して増加するとは考えにくいので説明変数としては人口の対数値を
採用することとした（符号条件はプラス）．対数値を採用した場合は人口が低い領域で人口増加の
効果が大きくなるので，それを調整する意味で 4 万人未満の都市と人口の対数値の交差項も説明
変数として採用しておくことにする．
　一人当たりの市町村税（個人）の多寡を説明する変数として15～₆5歳人口割合（労働人口の代理
変数）が考えられる．この変数について全国の15～₆5歳人口割合の比をとっている．符号条件はプ
ラスである．全国の15～₆5歳人口割合に対する比をとってもとらなくてもモデル自身に影響はな
いが，15～₆5歳人口割合の低下が一人当たり地方税額を低下させると予測され，自治体の人口の
減少により地方税収は大きく減少するといった結果となる．マクロ経済の変動を考えていない結
果でもある．ここでは，15～₆5歳人口割合（労働人口）の低下は経済を低迷させるが，①15～₆5歳
人口割合（労働人口）の低下により経済活動が低迷しても，少なくとも全国平均の一人当たり地方
税額が減少しない程度に，②あるいは一地方自治体の地方税収の全国平均が減少しない程度に技
術革新が起きると想定し，それに対応できるように説明変数の設定を行っている．①の想定では
全国平均の一人当たりの地方税額は15～₆5歳人口割合が減少しても低下しないが人口の減少によ
る一地方自治体の地方税額は減少する．②の想定は人口の減少を補うような技術進歩があると想
定していることになる．したがって，個々の自治体の一人当たりの地方税額に対して①では相対
的な15～₆5歳人口割合（労働人口）（全国平均を 1 とした数値）が影響を与えることになり，②では
相対的な15～₆5歳人口割合（労働人口）と相対的な人口成長率（全国平均の人口成長率を 1 とした数
値）の積が影響を与えることになる．
　産業構造から第 2 次産業，第 3 次産業の割合は，それが大きいほど経済活動が活発であり地方
税収を増加させるとして採用している．したがって，それらの符号条件はプラスである．また，
一人当たりの市町村税（法人）を説明するものとして一人当たりの従業者数を採用している．一人
当たりの従業者数が大きければ大きいほど企業活動が活発であり，一人当たりの市町村税（法人）
が大きくなると想定される．したがって，符号条件はプラスである．
　相対的人口伸び率は地方自治体の成長力を示すものと考えられ，成長力が高ければ経済活動も
活発となり，一人当たりの地方税額も大きくなると考えられる．したがって，符号条件はプラス
である．相対的としたのは全国平均を 1 とした指数で各都市の人口伸び率を表現している．これ
も15～₆5歳人口割合と同様にマクロ的には人口成長率が低下することによって経済活動が不活発
になるのを補う技術進歩があると考えるものである．すなわち，人口成長率が落ち込んでも長期
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表 3　採用変数の出典，加工方法および符号条件
出　典 加工方法 符号条件
一人当たりの地方税 地方財政状況調査関係資料（2₀13） 地方税 / 都市人口
Ln（人口） 国勢調査（2₀15） 対数 プラス
15－₆5歳未満人口割合全国比 国勢調査（2₀1₀） 人口割合 / 全国人口割合 プラス
第 2次産業割合 国勢調査（2₀1₀） プラス
第 3次産業割合 国勢調査（2₀1₀） プラス
一人当たりの従業者数 経済センサス 従業者数 / 都市人口 プラス
相対的人口伸び率 国勢調査（2₀1₀，2₀15） プラス
4万人未満× Ln（人口） 国勢調査（2₀15） プラス
表 4　記述統計量
平　均 標準偏差 最　小 最　大
一人当たりの地方税（千円） 12₉.₇ 1.1 55.3 2₆₆.₉
Ln（人口） 11.2₆ ₀.₀33 ₈.1₉ 15.13
15－₆5歳未満人口割合全国比 ₀.₉₆4 ₀.₀₀2 ₀.₇₇₇ 1.12₇
第 2 次産業割合（％） 2₇.5 ₀.2₆₆ 11.3 51.₈
第 3 次産業割合（％） ₆5.₈ ₀.315 41.4 ₈₇.₉
一人当たりの従業者数 ₀.3₉2 ₀.₀₀3 ₀.1₈3 ₀.₈14
相対的人口伸び率 ₀.₉₈₀ ₀.₀₀1 ₀.₈1₆ 1.115
4 万人未満× Ln（人口） 3.5₈ ₀.1₈ ₀ 1₀.₈2
サンプル都市数　　₇₉₀
的に全国平均の一人当たりの地方税額が減少しないとしている．
　表 3 は被説明変数と説明変数のデータの出典と加工方法，および符号条件を示したものである．
（ 4 ）記述統計量および変数間の相関係数
　被説明変数と説明変数の記述統計量は表 4 のとおりである．
　一人当たりの地方税額は13万円程度（地方自治体の単純平均）である．15～₆5歳未満人口割合の
全国比と相対的人口伸び率は全国のそれらで割ったものであるから平均は 1 になるはずであるが，
それぞれ₀.₉₆4，₀.₉₈であり 1 より小さい．記述統計量は地方自治体の単純平均であるので人口の
少ない市と多い市は同じウエイトであることから，全国の数値と比べると人口の少ない市のウエ
イトが大きくなっており，人口が少ない市ほど15歳から₆5歳未満人口割合が小さいため，平均値
が 1 より小さくなっている．
　表 5 に変数間の相関係数を示した．
　説明変数間で相関係数が₀.5以上のものについては色塗りしている．多重共線性の危険性がある
ためである．特に相関係数が₀.₇を超えているのは「第 2 次産業割合と第 3 次産業割合」と「15～
₆5歳人口割合全国比と相対的人口伸び率」である．これらについては両変数を採用した時の有意
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水準，片方の変数を不採用とした時のもう一方の変数の偏回帰係数の変化を注意深くみて検討す
ることとする．
（ 5 ）分析結果
　分析結果は表 ₆ に示した．モデル 1 は選択した ₆ つの説明変数を全て採用したものであり，モ
デル 2 から 4 は相関係数が高い説明変数を一つずつ除いたモデルであり，モデル 2 は相対的人口
伸び率を説明変数から外したモデルで，モデル 3 が人口の対数値を説明変数から外したモデルで，
モデル 4 は15～₆5歳人口割合全国比を説明変数から外したモデルである．
　モデル 1 をみるとすべての変数は有意であり符号条件も整合的であり，自由度調整済みの決定
係数は₀.₆11₉であった．人口は 1 ％増加すると，一人当たりの地方税額は1.₉3千円増加する．15～
₆5歳未満人口割合全国比が₀.₀1（ 1 ％）増加すると，一人当たりの地方税額は1.₇5千円増加し，第
2 次産業割合が 1 ％増加すると1.2千円増加し，第 3 次産業割合が 1 ％増加すると1.₀5千円増加し，
一人当たりの従業者数が₀.₀1人増加すると1.₇1千円増加する．そして，相対的人口伸び率が₀.₀1
表 5　変数間の相関係数
一人当たり
地方税
Ln（人口） 第 2次産業
割合
第 3次産業
割合
一人当たり
の従業者数
相対的人口
伸び率
15－₆5歳未
満人口割合
全国比
一人当たり地方税 1
Ln（人口） ₀.4₉₉2 1
第 2 次産業割合 ₀.21₇₉ －₀.12₆₈ 1
第 3 次産業割合 ₀.211₀ ₀.4₈21 －₀.₇1₆5 1
一人当たりの従業者数 ₀.425₆ ₀.115₈ ₀.3532 －₀.2₇₆5 1
相対的人口伸び率 ₀.53₇2 ₀.5₈₆₇ －₀.₀3₀₇ ₀.4254 －₀.₀535 1
15－₆5歳未満人口割合全国比 ₀.5₉₈1 ₀.5₉₈2 ₀.₀2₀3 ₀.441₈ －₀.₀5₈₈ ₀.₇₈152 1
表 6　一人当たりの地方税額のモデルの分析結果
モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4
偏回帰係数 標準誤差 判定 偏回帰係数 標準誤差 判定 偏回帰係数 標準誤差 判定 偏回帰係数 標準誤差 判定
切片 －344.3 1₉.₀4 ⁂⁂⁂ －2₈₇.₈ 12.₆₀ ⁂⁂⁂ －34₇.1 1₉.₀₀ ⁂⁂⁂ －3₈5.₇ 1₉.2₉ ⁂⁂⁂
Ln（人口） 1.₉3 1.1₀ ⁂ 2.₈2 1.₀₉ ⁂⁂⁂ 3.₈5 1.13 ⁂⁂⁂
15－₆5歳未満人口割
合全国比
1₇4.₈ 1₉.₇₆ ⁂⁂⁂ 221.3 1₆.4₆ ⁂⁂⁂ 1₈1.₉ 1₉.₇₆ ⁂⁂⁂
第 2 次産業割合 1.2₀ ₀.1₇ ⁂⁂⁂ 1.23 ₀.1₇ ⁂⁂⁂ 1.21 ₀.1₇ ⁂⁂⁂ 1.₇₀ ₀.1₆ ⁂⁂⁂
第 3 次産業割合 1.₀5 ₀.1₆ ⁂⁂⁂ 1.1₀ ₀.1₆ ⁂⁂⁂ 1.12 ₀.15 ⁂⁂⁂ 1.5₀ ₀.1₆ ⁂⁂⁂
一人当たりの従業
者数
1₇1.3 ₉.₈₉ ⁂⁂⁂ 1₆₉.5 ₉.₉₇ ⁂⁂⁂ 1₇₆.2 ₉.5₀ ⁂⁂⁂ 1₆1.₉ 1₀.2₉ ⁂⁂⁂
相対的人口伸び率 11₇.2 2₉.₈1 ⁂⁂⁂ 12₇.₉ 2₉.22 ⁂⁂⁂ 2₆₉.₀ 25.25 ⁂⁂⁂
自由度調整済み決
定係数
₀.₆11₉ ₀.₆₀4₈ ₀.₆1₀₉ ₀.5₇51
サンプル都市数 ₇₉₀都市
注：⁂⁂⁂ は 1 ％有意，⁂⁂ は 5 ％有意，⁂は1₀％有意　であることを示す．
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（ 1 ％）増加すると，一人当たりの地方税額は1.1₇千円増加する．
　モデル 2 （相対的人口伸び率を説明変数から外したモデル）をみるとすべての変数は有意であり符
号条件も整合的であり，自由度調整済みの決定係数は₀.₆₀4₈と若干低下する．相対的人口伸び率を
説明変数から外すことによって15～₆5歳未満人口割合全国比の偏回帰係数が2₇％大きくなり，人
口の対数値の偏回帰係数が4₆％増加した．他の説明変数の偏回帰係数は大きな変化はなかった．
　モデル 3 （人口の対数値を説明変数から外したモデル）をみるとすべての変数は有意であり符号条
件も整合的であり，自由度調整済みの決定係数は₀.₆1₀₉となる．人口の対数値を説明変数から外す
ことによって15～₆5歳未満人口割合全国比の偏回帰係数はさほど変化しないが，相対的人口伸び
率の偏回帰係数もわずかに変化しただけである．他の説明変数の偏回帰係数も大きな変化はな
かった．
　モデル 4 （15～₆5歳未満人口割合全国比を説明変数から外したモデル）をみるとすべての変数は有
意であり符号条件も整合的であり，自由度調整済みの決定係数は₀.5₇51と若干低下する．15～₆5歳
未満人口割合全国比を説明変数から外すことによって相対的人口伸び率の偏回帰係数が 2 倍以上
となり，人口の対数値の偏回帰係数も 2 倍近く増加した．また，第 2 次産業，第 3 次産業割合の
偏回帰係数も変化が大きい．
　以上から15～₆5歳未満人口割合全国比，相対的人口伸び率を説明変数から外すと他の変数の偏
回帰係数が増加し，他の変数がそれらの変数の代理をしてしまうことが分かった．変数間の相関
が高く多重共線性の問題はあるが，これらのどちらかの変数を外す効果も大きいことから ₆ つの
変数すべてを使ったモデル 1 を採用することとする．
　
3 － 2 　一人当たり歳出額モデル
（ 1 ）人口規模と一人当たりの歳出額
　歳出に関しては2₀11年 3 月11日東日本大震災が発生して，被害の大きかった都市については本
論で採用している2₀13年当時の歳出額が極めて大きくなっている．岩手県，宮城県，福島県の 3
県は他の件に比べ一人当たりの歳出が大きくなっているが， 3 つの県ダミーでである程度処理で
きる市についてはサンプルから外さず，ダミー変数でも処理できないほど一人当たりの歳出が大
きな都市については分析対象から除外することとした．概ね全国平均の 2 倍を基準とした．サン
プルから除外する都市は表 ₇ のとおりである．
　図 5 は地方自治体の一人当たりの歳出額と人口の散布図（②）と各人口規模の平均をグラフ化し
たもの（①）である．なお，政令指定都市の人口規模が大きいので図 5 ②の一人当たりの歳出額と
人口の散布図からは政令指定都市は除くものとする．図 5 ①の各人口規模別の平均一人当たりの
歳出額をグラフ化したのの中には政令指定都市も含めている．
　図 5 ①をみると人口規模が大きくなると一人当たりの歳出額が低下していき，人口規模が1₀万
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人以上になると横ばいとなり，₈₀万人を超えると（政令指定都市の領域）増加する傾向が読み取れ
る．一人当たりの歳出額を最小とするような人口規模を探すことは出来ないが，人口規模につい
て概ねＵ字形になっているといえる．
（ 2 ）一人当たりの歳出額モデル
　東京23区と表 ₇ にリストした11都市を除く₇₇₉市をサンプル都市として一人当たりの歳出額モデ
ルを作成する．被説明変数は「一人当たりの歳出額」である．説明変数として「人口の対数値」，
その調整ともいえる「 4 万人未満人口都市ダミーと人口の対数値の交差項」，「₆5歳以上人口割
合」，「15歳未満人口割合」，産業構造を示す「第 2 次産業割合」，「第 3 次産業割合」，行政の非効
率性を示す「面積の対数値」，特殊な行政組織を示す「政令指定都市ダミー」，都市の集中度を示
す「DID 面積比」，「DID 人口比」，東日本大震災の影響を示す「岩手県ダミー」，「宮城県ダミー」，
表 7　サンプルから除外した都市
一人当たりの歳出額 全国平均に対する倍率
（千円） （倍）
宮古市 1,43₈ 3.2₇
岩手県
大船渡市 1,₈₀₉ 4.11
陸前高田市 ₆,1₀4 13.₈₈
釜石市 2,₀4₈ 4.₆₆
宮城県
石巻市 1,₆21 3.₆₈
気仙沼市 2,₉₀₉ ₆.₆1
岩沼市 1,1₉5 2.₇2
東松島市 2,₇₉₀ ₆.34
福島県
相馬市 1,1₉₇ 2.₇2
田村市 ₈₀₆ 1.₈3
南相馬市 1,₀23 2.33
全国平均 　44₀
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図 5　一人当たりの歳出額
①人口規模別 ②散布図（政令指定都市を除く）
　出所：2₀15年地方財政状況調査関係資料と2₀15年国勢調査より筆者が作成．
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「福島県ダミー」を採用した．
　モデルの関数形は線形モデルとした．
（ 3 ）説明変数の詳しい説明と符号条件
　人口規模との関連で人口規模が大きくなると一人当たりの歳出額が低下し，人口規模が₈₀万人
以上になると増加する傾向があるので，説明変数として人口の対数値と政令指定都市ダミーを採
用する．政令指定都市ダミーは政令指定都市になると権限も強化されることから歳出も増加する
と考える．人口の対数値を採用するので人口の少ない都市は人口が小さい効果が大きいので 4 万
人未満都市ダミーと人口の対数値の交差項を採用する．
　人口構成から歳出が変化すると考えられる．₆5歳以上人口が増加すると社会福祉関係の民生費
などの歳出が増加すると考えられる．また，15歳未満人口が増加すると教育費関連の支出の増加
が考えられる．したがって，説明変数として₆5歳以上人口割合，15歳未満人口割合を採用する．一
人当たりの歳出額については地方税額のようにマクロ経済状況に影響される可能性は少なく，₆5
歳以上人口割合，15歳未満人口割合の全国比を採るといった調整は行わないこととする．
　行政コストは人口だけでなく面積にも依存する．面積が広すぎると一人当たりで図った歳出額
は大きくなると考えられるので，説明変数として市域面積の対数値を用いる．都市がコンパクト
に纏まっているかをみる指標として DID 人口比（DID 人口の都市全体の人口に対する割合）と DID
面積比（DID 面積の都市全体の面積に対する割合）を採用している．DID 人口比はコンパクトさの
実現として符号条件をマイナスと想定するが，DID 面積比が大きいとサービスの密度を大きくな
り，逆に一人当たりの歳出額が大きくなると考えられるので，DID 面積比については符号条件が
表 8　採用変数の出典，加工方法および符号条件
出　典 加工方法 符号条件
一人当たり歳出 地方財政状況調査関係資料（2₀13）
Ln（人口） 国勢調査（2₀15） マイナス
15歳未満人口割合 国勢調査（2₀1₀） 15歳未満人口／全人口 プラス
₆5歳以上人口割合 国勢調査（2₀1₀） ₆5歳以上人口／全人口 プラス
第 2次産業割合 国勢調査（2₀1₀） ％ マイナス
第 3次産業割合 国勢調査（2₀1₀） ％ マイナス
4万人未満× Ln（人口） プラス
Ln（面積） プラス
DID 人口比 国勢調査（2₀1₀） DID 人口／都市人口 マイナス
DID 面積比 国勢調査（2₀1₀） DID 面積／市域面積 プラス
政令都市ダミー 政令指定都市であれば 1 プラス
岩手県ダミー
東日本震災に関するダミー
プラス
宮城県ダミー プラス
福島県ダミー プラス
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プラスと考える．
　産業構造も一人当たりの歳出に影響を与えると考えられるので，第 2 次産業割合，第 3 次産業
割合を採用する．その他東日本大震災で以上に一人当たりの歳出額が大きい都市は除外したが，
それでも岩手県，宮城県および福島県の一人当たりの歳出は大きくなっている可能性があるので，
それら 3 つの県のダミー変数を採用することとした．
　表 ₈ に採用変数の出典，加工方法および符号条件を示した．
（ 4 ）記述統計量および変数間の相関係数
　被説明変数と説明変数の記述統計量は表 ₉ のとおりである．
　一人当たりの歳出額の平均は44₀千円である．15歳未満人口割合，₆5歳以上人口割合の平均値は
それぞれ₀.132，₀.252である．第 2 次産業割合，第 3 次産業割合は一人当たりの地方税額のモデル
におけるサンプル数（₇₉₀）とサンプル数が異なるが平均値は同じとなっている．
　変数間の相関係数を示したものが表1₀である．説明変数間の相関係数が₀.5以上あるものには色
付けしている．特に₀.₇以上の相関があるのは「第 2 次産業割合と第 3 次産業割合」，「15歳未満人
口割合と₆5歳以上人口割合」および「DID 面積比と DID 人口比」の 3 つである．「DID 面積比と
DID 人口比」についてはどちらかを採用することとする．「第 2 次産業割合と第 3 次産業割合」に
ついては採用に関して検討をする．
表 9　被説明変数と説明変数の記述統計量
平　均 標準偏差 最　小 最　大
一人当たりの歳出 43₉.₉ 4.₇ 241.₉ 11₇₉.₈
Ln（人口） 11.2₇ ₀.₀33 ₈.1₉ 15.13
15歳未満人口割合 ₀.132 ₀.₀₀₀5₉ ₀.₀₆₆ ₀.2₀₀
₆5歳以上人口割合 ₀.252 ₀.₀₀1₈ ₀.11₇ ₀.43₈
第 2 次産業割合 2₇.5 ₀.2₆₉ 11.3 51.₈
第 3 次産業割合 ₆5.₈ ₀.31₈ 41.4 ₈₇.₉
4 万人未満× Ln（人口） 2.42 ₀.1₆ ₀ 1₀.5₉
Ln（面積） 5.₀3 ₀.₀42 1.₆3 ₇.₆₉
DID 人口比 ₀.4₆5 ₀.₀12 ₀ 1
DID 面積比 ₀.1₆₀ ₀.₀₀₉1 ₀ 1
政令都市ダミー ₀.₀25₇ ₀.₀₀5₇ ₀ 1
岩手県ダミー ₀.₀12₈ ₀.₀₀4₀ ₀ 1
宮城県ダミー ₀.₀11₆ ₀.₀₀3₈ ₀ 1
福島県ダミー ₀.₀12₈ ₀.₀₀4₀ ₀ 1
サンプル都市数　　₇₇₉
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（ 5 ）分析結果
　分析結果は表11に示した．モデル 1 は選択した13つの説明変数のうち DID 人口比のみを採用し
なかったものであり，モデル 2 はモデル 1 で有意でなかった 4 万人未満都市ダミーと人口の対数
値の交差項，第 3 次産業割合および岩手県ダミーを説明変数から外したモデルで，モデル 3 がモ
デル 2 の DID 面積比を DID 人口比に入れ替えたモデルである．
　モデル 1 の決定係数は₀.₇₀₇₇と比較的高く，説明変数の内 4 万人未満都市ダミーと人口の対数値
の交差項，第 3 次産業割合および岩手県ダミーが有意でなかった．その他の説明変数はすべて 1 ％
有意であった．人口の対数の符号はマイナスであり，人口が多ければ一人当たりの歳出額が減少
するという整合的な結果が得られた．政令指定都市ダミーの符号はプラスであり，政令指定都市
であると一人当たりの歳出額が135千円増加するという結果となっている．₆5歳以上人口割合の符
号はプラスであり，割合が₀.₀1（ 1 ％）増加すれば₈.₆₈千円一人当たりの歳出額が増加する結果と
なった．15歳未満人口割合の符号はプラスであり，割合が₀.₀1（ 1 ％）増加すれば11.2千円一人当
たりの歳出額が増加する結果となった．第 2 次産業割合の符号はプラスであり，割合が 1 ％増加
すれば2.₇千円一人当たりの歳出額が増加する結果となった．面積の対数の符号はマイナスであり，
面積が広ければ一人当たりの歳出額が増加するという整合的な結果が得られた．DID 面積比の符
号はプラスであり，DID 面積比が大きければ一人当たりの歳出額が増加するという結果となった．
　東日本震災ダミーとして採用した宮城県，福島県ダミーはそれぞれの符号はプラスであり，宮
表11　一人当たりの歳出額のモデルの分析結果
モデル 1 モデル 2 モデル 3
偏回帰係数 標準誤差 判定 偏回帰係数 標準誤差 判定 偏回帰係数 標準誤差 判定
切片 ₇₆3.₀ 1₀₆.₈ ⁂⁂⁂ ₇₇₉.₈ ₈₈.2 ⁂⁂⁂ ₆3₇.₀ ₉4.₉ ⁂⁂⁂
Ln（人口） －₈₈.5 ₆.4 ⁂⁂⁂ －₉3.3 5.4 ⁂⁂⁂ －₆2.₉ 5.₇ ⁂⁂⁂
4 万人未満ダミー× Ln（人口） 1.₀₇₉ ₀.₈5
政令指定都市ダミー 135.₀ 1₉.₈ ⁂⁂⁂ 141.₇ 1₉.1 ⁂⁂⁂ 142.₉ 2₀.₇ ⁂⁂⁂
₆5歳以上人口割合 ₈₆₇.₈ 11₇.5 ⁂⁂⁂ ₈₈₉.₀ 114.₇ ⁂⁂⁂ 1,₀₆4.4 123.5 ⁂⁂⁂
15歳未満人口割合 1,11₉ 2₆5 ⁂⁂⁂ 1,11₀ 2₆1 ⁂⁂⁂ ₈41.₉ 2₈1.₇ ⁂⁂⁂
第 2 次産業割合 －2.₆₉ ₀.₆1 ⁂⁂⁂ －2.4₇ ₀.3₇ ⁂⁂⁂ －2.₉2 ₀.4₀ ⁂⁂⁂
第 3 次産業割合 －₀.33 ₀.₆2
Ln（面積） ₇1.5 4.5 ⁂⁂⁂ ₇2.₉ 4.3 ⁂⁂⁂ 3₉.₀ 3.₆ ⁂⁂⁂
DID 面積比 215.₈ 1₉.3 ⁂⁂⁂ 21₈.₇ 1₉.1 ⁂⁂⁂
DID 人口比 21.2 14.4
宮城県ダミー 13₆.₉ 23.₀ ⁂⁂⁂ 13₆.₈ 23.₀ ⁂⁂⁂ 13₈.₇ 24.₉ ⁂⁂⁂
福島県ダミー 125.₆ 24.1 ⁂⁂⁂ 124.₉ 24.1 ⁂⁂⁂ 131.1 2₆.1 ⁂⁂⁂
岩手県ダミー －₀.₀₀5 23.3
自由度調整済み決定係数 ₀.₇₀₇₇ ₀.₇₀₈1 ₀.₆5₉1
サンプル都市数 ₇₇₉都市
注：⁂⁂⁂ は 1 ％有意，⁂⁂ は 5 ％有意，⁂は1₀％有意　であることを示す．
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城県に属する都市は13₇千円，福島県に属する都市は12₆千円一人当たりの歳出額が多くなるとい
う結果が得られた．
　モデル 2 は有意でない 3 つの変数を説明変数から外したモデルであるが，決定係数は₀.₇₀₈1とモ
デル 1 よりわずかに高い．採用したすべての説明変数は 1 ％有意であり，符号はモデル 1 と同じ
であり，偏回帰係数もほぼ同じである．その範囲で変数の頑健性が確認された．
　モデル 3 はモデル 2 の DID 面積比を DID 人口比に変えたモデルであるが，決定係数は₀.₆5₉1と
低くなり，変更した DID 人口比が有意ではなかった．その他の変数は 1 ％有意であり符号も同じ
であった．偏回帰係数は人口の対数値と面積の対数値は絶対値が低下し，₆5歳以上人口割合の偏
回帰係数が上昇し，15歳未満人口割合の偏回帰係数が低下する．その他の説明変数の偏回帰係数
は小さかった．
　説明力の高いモデル 2 を採用することとする．
3 － 3 　一人当たり地方交付税額モデル
（ 1 ）人口規模と一人当たりの地方交付税額
　図 ₆ は地方自治体の一人当たりの地方交付税額と人口の散布図（②）と各人口規模の平均をグラ
フ化したもの（①）である．なお，政令指定都市の人口規模が大きいので図 ₆ ②の一人当たりの地
方交付税額と人口の散布図からは政令指定都市は除くものとする．図 ₆ ①の各人口規模別の平均
一人当たりの地方交付税額をグラフ化したのの中には政令指定都市も含めている．
　図 ₆ ②の散布図をみると，人口規模が大きくなると一人当たりの地方交付税額が小さくなる様
子を読み取ることができる．図 ₆ ①の人口規模別の平均の値をみると，明確に人口規模が大きく
なると一人当たりの地方交付税額が小さくなる様子が分かる．特に人口規模が1₀万人以下の領域
について人口が増加すると急激に一人当たり地方交付税額が低下する．それ以降の人口増加によ
る一人当たり地方交付税額の低下は緩やかになる．
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図 6　一人当たりの地方交付税額
①人口規模別 ②散布図（政令指定都市を除く）
出所：2₀15年地方財政状況調査関係資料と2₀15年国勢調査より筆者が作成．
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（ 2 ）一人当たり地方交付税額モデル
　一人当たり地方交付税額モデルは地方交付税の制度を踏まえて決定することとする．
　地方交付税は地方自治体の財源偏在を調整する目的で国が地方自治体に交付するもので地方財
政調整制度であるが，国庫支出金と異なり特定の支出に関連するのでなく地方自治体の自主性に
委ねられたものである．そして，地方交付税は普通交付税と特例交付税からなり，普通交付税の
ルールはマクロルールとミクロルールからなる．
　マクロルールは財源に関するもので，国税の一定割合（所得税の32％，酒税の32％，法人税の
34％，消費税の2₉.5％，たばこ税の25％）となっている．
　ミクロルールにより普通交付税は下記の式で算定される．
　　　　普通交付税額＝基準財政需要額－基準財政収入額
　基準財政需要額は決算額でも予算額でもなく，各自治体の財政需要額を合理的に算定するため
に地方交付税法の規定に基づき「単位費用×測定単位×補正係数」で算定したものである．基準
財政収入額は標準的な税収入額に₀.₇5を乗じた額に特例交付税の一定割合と地方贈与税を加えたも
のである．
　すなわち，地方交付税の中心である普通交付税額は標準化された税収入額と標準化された歳出
額によって決定されることになる．
　したがって，一人当たり地方交付税額モデルは，被説明変数を一人当たり地方交付税額とし，
説明変数を一人当たりの歳出額と一人当たりの地方税額とする．
　モデルの関数形は線形モデルと対数線形モデルの 2 つとした．
（ 3 ）記述統計量および変数間の相関係数
　変数の記述統計量は表12のとおりであり，変数間の相関係数は表13のとおりである．
表12　記述統計量
平均 標準偏差 最小 最大
一人当たり地方交付税 111.₉ 3.4₈ ₀.1₈ ₆₇5.₆
一人当たり歳出 43₉.₉ 4.₇5 241.₉ 11₇₉.₈
一人当たり地方税 13₀.1 1.15 55.3 2₆₆.₉
表13　変数間の相関係数
一人当たり
地方交付税
一人当たり
歳出
一人当たり
地方税
一人当たり地方交付税 1
一人当たり歳出 ₀.₈₈₇₀ 1
一人当たり地方税 －₀.₆₈5₉ －₀.432₉ 1
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表14　一人当たりの地方交付税額のモデルの分析結果
モデル 1 モデル 2
偏回帰係数 標準誤差 判定 偏回帰係数 標準誤差 判定
切片 23.₆₀ ₇.₇₇ ⁂⁂⁂ ₇.3₉ 1.₀₉ ⁂⁂⁂
一人当たり地方税 ₀.53 ₀.₀1 ⁂⁂⁂
Ln（一人当たりの地方税） 1.₉₈ ₀.11 ⁂⁂⁂
一人当たり歳出 －1.12 ₀.₀4 ⁂⁂⁂
Ln（一人当たりの歳出） －3.14 ₀.12 ⁂⁂⁂
自由度調整済み決定係数 ₀.₈₉₈₇ ₀.₇₀13
サンプル都市数 ₇₇₉都市
注：⁂⁂⁂ は 1 ％有意，⁂⁂ は 5 ％有意，⁂は1₀％有意　であることを示す．
（ 4 ）分析結果
　モデル 1 は線形モデルであり，モデル 2 は対数線形モデルである（表14）．決定係数はモデル 1
が極めて高い．これは表13をみても明らかなように一人当たり地方交付税額と一人当たりの歳出
額の相関が₀.₈₈₇と高いことも関連している．モデル 1 を採用することが適当である．
　モデル 1 の結果は自由度調整済みの決定係数がほぼ₀.₉と極めて高い．説明変数も 1 ％有意であ
り，符号条件も一人当たりの歳出額がプラスで，一人当たりの地方税額がマイナスと整合的であ
る．偏回帰係数は一人当たりの歳出額が 1 円増加すると，一人当たりの地方交付税額が1.1円増加
し，一人当たりの地方税額が 1 円増加すると，一人当たりの地方交付税額が₀.5円減少するという
結果となった．
4．一人当たりの地方税額，歳出額および地方交付税額の将来予測
4 － 1 　予 測 手 法
　前章において作成した一人当たりの地方税額，一人当たりの歳出額，一人当たりの地方交付税
額のモデルに基づき，国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成25
（2₀13）年 3 月推計）」に基づいて2₀4₀年までの一人当たりの地方税額，歳出額，地方交付税額の予
測を行う．
　ここで行う予測は，マクロ経済変数が入っていないので経済変動を考慮したものでなく，将来
人口動向だけに基づいた予測である．しかし，人口減少，少子高齢化といったことを通じた経済
動向の変化は考慮したものすることができる．一人当たりの地方税額モデルを作成した際説明変
数として15～₆5歳未満人口割合，人口成長率を直接採用せず，全国の割合または成長率で除して
「割合または成長率の全国比」を説明変数として採用した．この変数で予測する場合15～₆5歳未満
人口割合の低下，人口の減少が一人当たりの地方税額を減少させることにはならず，全国に対す
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る各都市の相対的な割合の変化，相対的な人口の成長率変化のみが影響を与えることになる．こ
れは，人口減少，15～₆5歳以上人口割合の低下による一人当たりの所得（＝地方税額）の低下を技
術進歩によって補うことを仮定していることになる．
　このような一人当たりの地方税額を全国平均で低下させないような技術進歩があったとしても，
各地方自治体の人口の減少があるので，地方税額の低下は避けられない．地方自治体の地方税額
を不変とするためには更なる技術進歩が必要になる．全国平均の地方自治体の地方税額を不変と
するような技術進歩を前提としたような予測も行ってみる．
　一人当たりの歳出額については人口変動に基づいて必要となる歳出といった観点で捉えて，地
方税額の予測のような調整をせずにモデルに基づいて推定する．
　採用したモデルは一人当たり地方税額が表 ₆ のモデル 1 ，一人当たりの歳出額が表11のモデル
2 ，一人当たりの地方交付税額は線形モデル（表14のモデル 1 ）であり，偏回帰係数について表15
に再掲した．
　一人当たりの地方税額の予測のために変化させる説明変数は「Ln（人口）」，「15～₆5歳未満人口
割合全国比」，「相対的人口伸び率」の 3 変数であり，一人当たりの歳出額の予測のために変化さ
せる説明変数は「Ln（人口）」，「₆5歳以上人口割合」，「15歳未満人口割合」の 3 変数である．一人
当たりの地方交付税額の予測は「一人当たりの地方税額」と「一人当たりの歳出額」の予測値を
採用して行う．
　一人当たり地方税額，歳出額，地方交付税額は2₀15年地方財政状況調査関係資料に基づくもの
で，2₀13年度の数値である．2₀15年の予測値と2₀13年の実績値の比で調整して2₀2₀年から2₀4₀年（ 5
年ごと）の予測値を算定した．なお，一人当たりの地方交付税額については，実績値がゼロに近い
地方自治体も多く，その場合実績値と2₀15年の予測値で調整するやり方ができないので，予測値
をそのまま使うなどの工夫をした．
表15　将来予測のためのモデル
一人当たりの地方税額モデル
（表 ₆モデル 1）
一人当たりの歳出額モデル
（表11モデル 2）
一人当たりの地方交付税額モデル
説明変数 偏回帰係数 説明変数 偏回帰係数 説明変数 偏回帰係数
切片 －344.3 切片 ₇₇₉.₈ 切片 23.₆₀
Ln( 人口） 1.₉3 Ln( 人口） －₉3.3 一人当たり地方税額 ₀.53
15－₆5歳未満人口割合全国比 1₇4.₈ 政令指定都市ダミー 141.₇ 一人当たり歳出額 －1.12
第 2 次産業割合 1.2₀ ₆5歳以上人口割合 ₈₈₉.₀
第 3 次産業割合 1.₀5 15歳未満人口割合 1,11₀
一人当たりの従業者数 1₇1.3 第 2 次産業割合 －2.4₇
相対的人口伸び率 11₇.2 Ln（面積） ₇2.₉
DID 面積比 21₈.₇
宮城県ダミー 13₆.₈
福島県ダミー 124.₉
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4 － 2 　一人当たりの地方税額，歳出額，地方交付税額の予測
（ 1 ）一人当たりの地方税額の予測
　モデルを15～₆5歳未満人口割合全国比，相対的人口伸び率を採用しているので，先に説明した
ように全国平均で一人当たりの地方税額があまり変化しない（変化させるのは人口の対数値だけ）
ように設定している．また2₀14年の修正（修正2₀14）は地方自治体の地方税額が全国平均であまり
変化しない（一人当たりの地方税額が増加する）予測である．
　表1₆は都市圏別，人口規模別に整理したものである．表1₇は特に政令指定都市を取り上げ都市
別の予測を示している．
　表1₆によれば，15～₆5歳未満人口割合全国比，相対的人口伸び率を採用して予測を行っている
ため，大きな変化はみられない．その中で，東京圏の都市の一人当たりの地方税額が少し落ち込
んでいるのに対し，中京圏が少し増加している．人口規模別にみると政令指定都市が若干減少し
ているだけで他の人口規模ではほとんど変化がない．
　地方自治体の地方税額が変化しないように一人当たりの地方税額を増加させると，中京圏の一
人当たりの地方税額の伸びが少し大きくなる．
　大きく変化しないように調整しているので興味深い結果は導かれていないが，表1₇によって政
令指定都市別にみると都市によって差があることが分かる．
　ほとんどの政令指定都市が2₀4₀年の一人当たりの地方税額が減少いているが，その中で札幌市
と仙台市の減少が大きい．札幌市は一人当たりの地方税額が政令指定都市の中で低い方なので，
2₀4₀年の予測値が熊本と並んで政令指定都市の中で最下位となる．
　地方自治体の地方税額が変化しないように修正しても，札幌市の他の政令指定都市の比べ小さ
表16　都市圏別，人口規模別一人当たりの地方税額の予測
 （単位　千円）
実績 2₀2₀ 2₀25 2₀3₀ 2₀35 2₀4₀
2₀4₀－
実績値
修正2₀4₀
修正2₀4₀
－実績値
全国（₇₆₈市） 13₀ 13₀ 12₉ 12₉ 12₉ 13₀ －₀.₀₇ 155 25.1
東京圏（東京23区を除く）（122市） 15₀ 14₉ 14₉ 14₈ 14₇ 14₆ －4.2₆ 1₇4 24.₀
中京圏（52市） 1₆4 1₆₆ 1₆₇ 1₆₇ 1₆₇ 1₆₈ 3.₈2 2₀₀ 3₆.3
近畿圏（111市） 13₆ 13₈ 13₈ 13₈ 13₈ 13₇ 1.12 1₆4 2₇.₇
三大都市圏（2₈₇市） 14₇ 14₈ 14₈ 14₈ 14₇ 14₆ －₀.₆₉ 1₇5 2₇.₇
地方圏（4₈3市） 12₀ 11₉ 11₇ 11₇ 11₉ 121 ₀.2₉ 144 23.₆
政令指定都市（2₀市） 1₇3 1₇2 1₇2 1₇1 1₇₀ 1₆₉ －3.52 2₀2 2₉.2
中核市（45市） 14₇ 14₇ 14₇ 14₇ 14₇ 14₆ －₀.₉3 1₇5 2₇.4
特例市（3₇市） 14₈ 14₈ 14₉ 14₉ 14₈ 14₇ －₀.₈₀ 1₇5 2₇.₇
人口1₀万人以上市（153市） 144 144 144 143 143 142 －1.51 1₇₀ 2₆.1
人口 5万人から1₀万人未満市（251市） 132 132 131 131 132 132 ₀.52 15₈ 2₆.2
人口 5万人未満市（2₆2市） 112 111 1₀₉ 1₀₉ 111 113 ₀.₇5 135 22.₆
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表17　政令指定都市別一人当たりの地方税額の予測
 （単位　千円）
実績 2₀2₀ 2₀25 2₀3₀ 2₀35 2₀4₀
2₀4₀－
実績値
修正2₀4₀
修正2₀4₀
－実績値
横浜市 1₉₀ 1₉2 1₉2 1₉₀ 1₈₆ 1₈3 －₇.3₉ 21₉ 2₈.₀₇
大阪市 241 24₀ 242 242 241 24₀ －₀.₉1 2₈₆ 45.53
名古屋市 21₇ 21₇ 21₈ 21₇ 21₆ 215 －1.1₈ 25₇ 4₀.53
札幌市 145 14₀ 13₇ 135 132 13₀ －14.43 15₆ 1₀.₈2
福岡市 1₈₇ 1₈2 1₈1 1₈₀ 1₇₉ 1₇₈ －₉.₇4 212 24.₆5
神戸市 1₇4 1₇5 1₇4 1₇4 1₇3 1₇2 －2.₀3 2₀5 31.31
川崎市 2₀2 2₀3 2₀4 2₀2 1₉₉ 1₉₇ －4.₈5 235 33.2₆
京都市 1₇2 1₇3 1₇3 1₇3 1₇2 1₇2 －₀.54 2₀5 32.₆₈
さいたま市 1₇5 1₇4 1₇4 1₇2 1₇₀ 1₆₈ －₆.₆₀ 2₀1 25.₉₉
広島市 1₆₉ 1₆₈ 1₆₈ 1₆₈ 1₆₇ 1₆₆ －3.4₀ 1₉₈ 2₈.₇2
仙台市 1₆₈ 1₆4 1₆2 1₆₀ 15₉ 15₇ －1₀.52 1₈₈ 1₉.₉1
千葉市 1₇₉ 1₇₉ 1₇₈ 1₇₇ 1₇4 1₇2 －₇.₀₀ 2₀₆ 2₆.3₈
北九州市 15₉ 15₈ 15₈ 15₉ 1₆₀ 1₆2 2.12 1₉3 33.42
堺市 154 15₇ 1₆1 1₆3 1₆3 1₆2 ₇.4₆ 1₉3 3₈.₈1
新潟市 14₈ 145 144 144 144 144 －3.₇3 1₇2 24.13
浜松市 15₆ 155 154 154 153 153 －3.12 1₈3 2₆.5₆
熊本市 131 12₉ 12₈ 12₈ 12₈ 13₀ －₀.₉4 155 24.23
相模原市 153 153 152 15₀ 14₇ 144 －₈.₈₉ 1₇2 1₈.₉₉
岡山市 15₆ 15₇ 15₈ 15₉ 1₆1 1₆2 5.₇5 1₉3 3₇.11
静岡市 1₇5 1₇5 1₇5 1₇5 1₇5 1₇4 －₀.4₀ 2₀₈ 33.4₀
い．これは札幌市の15～₆5歳未満人口割合の低下が相対的に大きく，15～₆5歳未満人口割合全国
比が2₀15年では1.₀44であったのが，2₀4₀年には₀.₉₆₈と全国平均を下回ると予測されている．
（ 2 ）一人当たりの歳出額の予測
　表1₈は都市圏別，人口規模別に整理したものである．表1₉は特に政令指定都市を取り上げ都市
別の予測を示している．
　それらによれば，人口の減少，₆5歳以上人口割合の増加により各都市の一人当たりの歳出額が
増加すると予測されている．表1₈によって都市圏別，人口規模別でみると，地方圏の都市の一人
当たりの歳出額の増加額が大きく，2₀4₀年には一人当たりの歳出額が555千円になり，2₀13年に比
べ₇4千円増加する予測される．人口規模別にみると人口 5 万人未満都市の一人当たりの歳出額の
増加が大きく，2₀4₀年には一人当たりの歳出額が₆15千円になり，2₀13年に比べ₈₀千円弱増加する
と予測される．
　表1₉によって政令指定都市についてみると，一人当たりの歳出額の増加が大きいのは札幌市で
あり，2₀4₀年までに1₀3千円増加すると予測されている．次に増加額が大きかったのは福岡市であ
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実績 2₀2₀ 2₀25 2₀3₀ 2₀35 2₀4₀
2₀4₀－
実績値
全国（₇₆₈市） 43₈ 455 4₆3 4₇1 4₈5 5₀₉ ₇₀.₇
東京圏（東京23区を除く）（122市） 32₇ 34₀ 344 352 3₆₉ 3₉5 ₆₈.1
中京圏（52市） 351 35₉ 3₆₀ 3₆₆ 3₈₀ 4₀₆ 54.₈
近畿圏（111市） 414 425 42₉ 43₇ 453 4₈1 ₆₇.3
三大都市圏（2₈₇市） 3₆5 3₇₇ 3₈₀ 3₈₇ 4₀4 431 ₆5.4
地方圏（4₈3市） 4₈1 5₀1 512 521 533 555 ₇3.₈
政令指定都市（2₀市） 43₇ 45₀ 454 4₆1 4₇₉ 5₀₆ ₆₈.4
中核市（45市） 3₆₇ 3₈2 3₈₇ 3₉4 41₀ 43₈ ₇₀.₉
特例市（3₇市） 344 35₆ 35₉ 3₆₆ 3₈3 41₀ ₆5.₈
人口1₀万人以上市（153市） 3₆1 3₇5 3₈₀ 3₈₇ 4₀2 42₈ ₆₆.3
人口 5万人から1₀万人未満市（251市） 4₀₉ 424 431 43₇ 45₀ 4₇4 ₆4.₉
人口 5万人未満市（2₆2市） 53₆ 55₈ 5₇1 5₈2 5₉5 ₆15 ₇₉.5
表19　政令指定都市別一人当たりの歳出額の予測
 （単位　千円）
実績 2₀2₀ 2₀25 2₀3₀ 2₀35 2₀4₀
2₀4₀－
実績値
横浜市 42₀ 42₇ 43₀ 441 4₆₆ 4₉₇ ₇₇.4
大阪市 ₆1₉ ₆34 ₆34 ₆43 ₆₆₉ ₇12 ₉3.4
名古屋市 455 4₆4 4₆₆ 4₇4 4₉2 52₀ ₆4.₈
札幌市 43₆ 4₆₀ 4₇2 4₈₇ 5₀₈ 53₉ 1₀3.3
福岡市 525 55₀ 55₇ 5₆₇ 5₈₉ ₆25 ₉₉.₈
神戸市 4₇1 4₈5 4₉₀ 4₉₈ 51₆ 54₆ ₇4.₆
川崎市 4₀4 41₀ 41₀ 41₈ 43₉ 4₆₈ ₆4.2
京都市 5₀2 514 51₇ 52₆ 54₆ 5₇₈ ₇₆.₈
さいたま市 34₆ 353 35₆ 3₆3 3₈1 4₀₇ ₆₀.₈
広島市 4₆5 4₇₈ 4₈2 4₈₇ 5₀4 533 ₆₈.₈
仙台市 514 532 54₀ 54₉ 5₆5 5₉1 ₇₇.₀
千葉市 3₇₈ 3₈₉ 3₉1 3₉₇ 414 44₀ ₆1.1
北九州市 521 54₀ 545 55₀ 5₆4 5₈₈ ₆₇.3
堺市 3₉₇ 4₀2 3₉₇ 3₉₇ 41₀ 435 3₇.3
新潟市 453 4₇2 4₇₉ 4₈₇ 5₀2 52₇ ₇3.5
浜松市 345 355 3₆1 3₆₇ 3₇₈ 3₉₇ 52.₀
熊本市 4₀1 415 422 42₉ 44₀ 45₇ 5₆.5
相模原市 345 35₇ 3₆1 3₇₀ 3₉₀ 41₈ ₇2.3
岡山市 3₇₆ 3₈2 3₈3 3₈5 3₉2 412 35.3
静岡市 3₇5 3₈5 3₈₈ 3₉3 4₀₆ 42₆ 51.4
表18　都市圏別，人口規模別一人当たりの歳出額の予測
 （単位　千円）
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り1₀₀千円弱増加すると予測され，大阪市は₉3千円増加し2₀4₀年には一人当たりの歳出額が₇12千
円にもなる．これらは₆5歳人口割合が急激に増加していることと関連する．
（ 3 ）一人当たりの地方交付税額の予測
　表2₀は都市圏別，人口規模別に整理したものである．表21は特に政令指定都市を取り上げ都市
別の予測を示している．
　表2₀によって都市圏別，人口規模別の一人当たり地方交付税額をみると，一人当たりの地方税
額が全国平均で同じくなるように調整した予測のケースでは地方圏と東京圏の一人当たり地方交
付税額の増加が大きい．全国平均の地方自治体の地方税額を同じくなる（一人当たりの地方税額が
増加する）ように予測した場合でも地方圏と東京圏の都市の一人当たりの地方交付税が増加する．
東京圏における₆5歳以上人口割合の急増と地方圏における人口減少とそれに伴う₆5歳以上人口割
合の増加にともなう一人当たりの歳出額の増加により一人当たりの地方交付税額が増加している．
　人口規模別にみると，人口 5 万人未満の都市の一人当たり地方交付税額の増加が大きく43千円
増加し，23₈千円になると予測されている．全国平均で地方自治体の地方税額があまり変化しない
（一人当たりの地方税額が増加する）と仮定した場合でも1₈千円増加すると予測されている．
　表21によって政令指定都市についてみると，一人当たりの地方税額が減少し，一人当たりの歳
出額の増加額が大きいと予測されている札幌市の地方交付税額の増加が目立っている．全国平均
で地方自治体の地方税額があまり変化しない（一人当たりの地方税額が増加する）と仮定した場合
でも23千円増加している．
　一人当たりの地方税額の予測の方法によって大きな違いが生じたのが名古屋市であるが，名古
屋市の場合2₀13年の地方交付税額が3.3千円とゼロに近いため実績値と予測値の調整が難しい面が
あり，他の都市と比較しにくいことを付記しておく．
表20　都市圏別，人口規模別一人当たりの地方交付税額の予測
 （単位　千円）
実績 2₀2₀ 2₀25 2₀3₀ 2₀35 2₀4₀
2₀4₀－
実績値
修正2₀4₀
修正2₀4₀
－実績値
全国（₇₆₈市） 112 121 12₇ 131 13₇ 14₈ 3₆.₆ 122 1₀
東京圏（東京23区を除く）（122市） 3₀ 3₈ 41 45 54 ₆₈ 3₇.4 4₀ 1₀
中京圏（52市） 41 44 45 4₈ 5₆ ₆₈ 2₇.₀ 41 －1
近畿圏（111市） ₈₇ ₉1 ₉4 ₉₈ 1₀₆ 12₀ 32.₉ ₉3 5
三大都市圏（2₈₇市） 55 ₆₀ ₆2 ₆₆ ₇5 ₈₈ 33.₇ ₆1 ₆
地方圏（4₈3市） 145 15₇ 1₆5 1₆₉ 1₇4 1₈4 3₈.3 15₈ 13
政令指定都市（2₀市） 2₈ 31 32 34 3₉ 45 1₇.₉ 2₈ 1
中核市（45市） 4₇ 54 5₆ 5₉ ₆₈ ₈2 34.₉ 52 5
特例市（3₇市） 3₉ 43 45 4₈ 5₆ ₆₉ 2₉.₈ 43 4
人口1₀万人以上市（153市） 52 5₉ ₆2 ₆₆ ₇4 ₈₈ 35.4 5₉ ₆
人口 5万人から1₀万人未満市（251市） ₉₀ ₉₈ 1₀2 1₀₆ 112 123 33.1 ₉₇ ₇
人口 5万人未満市（2₆2市） 1₉5 2₀₈ 21₈ 224 22₉ 23₈ 43.4 213 1₈
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表21　政令指定都市別一人当たりの地方交付税額の予測
 （単位　千円）
実績 2₀2₀ 2₀25 2₀3₀ 2₀35 2₀4₀
2₀4₀－
実績値
修正2₀4₀
修正2₀4₀
－実績値
横浜市 ₆.1 ₆.5 ₆.₇ ₈.3 11.₆ 15.1 ₉.1 ₇.₈ 1.₈
大阪市 1₈.2 2₀.₀ 1₉.₇ 2₀.₇ 24.₀ 2₉.4 11.2 1₇.₉ －₀.3
名古屋市 3.3 ₇.₈ ₈.2 12.₉ 23.₆ 3₉.2 35.₉ ₀.₀ －3.3
札幌市 4₉.₉ 5₉.₇ ₆4.₈ ₇₀.₇ ₇₈.1 ₈₈.1 3₈.2 ₇2.₉ 23.₀
福岡市 23.₆ 2₈.3 2₉.₇ 31.3 34.₇ 3₉.₈ 1₆.3 3₀.₀ ₆.5
神戸市 4₀.3 43.₇ 45.2 4₇.₉ 53.₀ ₆1.₇ 21.4 42.₇ 2.3
川崎市 1.2 1.3 1.2 1.₈ 3.2 4.₉ 3.₈ ₀.₉ －₀.3
京都市 4₀.₇ 43.3 43.5 45.5 5₀.4 5₈.₀ 1₇.3 42.5 1.₇
さいたま市 ₆.2 ₈.₈ ₉.5 12.₈ 1₉.₆ 2₇.₈ 21.₆ ₇.₉ 1.₇
広島市 3₀.₉ 34.1 34.₉ 3₆.1 3₉.₆ 4₆.3 15.4 32.₆ 1.₇
仙台市 3₉.3 44.1 4₆.4 4₈.₈ 52.₇ 5₈.3 1₉.₀ 4₆.₀ ₆.₇
千葉市 ₈.5 1₀.₇ 11.3 12.₈ 1₇.2 22.₉ 14.4 ₉.5 1.₀
北九州市 5₆.4 ₆1.₈ ₆3.2 ₆3.₉ ₆₆.5 ₇1.₉ 15.5 55.₇ －₀.₈
堺市 25.1 24.₈ 22.1 21.2 23.₇ 2₉.₇ 4.₇ 15.5 －₉.₆
新潟市 52.₈ 5₉.₆ ₆2.2 ₆4.₆ ₆₈.₇ ₇5.₉ 23.₀ 5₉.2 ₆.4
浜松市 2₇.2 32.₉ 3₆.3 3₉.₇ 45.2 53.₉ 2₆.₇ 25.4 －1.₈
熊本市 4₉.₆ 54.₆ 5₇.4 5₉.₈ ₆2.5 ₆₆.₈ 1₇.1 51.2 1.₆
相模原市 12.4 14.₆ 15.5 1₇.₉ 23.1 2₉.2 1₆.₈ 1₈.4 5.₉
岡山市 3₉.5 41.1 4₀.₆ 4₀.1 41.₉ 4₉.5 1₀.₀ 2₀.₉ －1₈.₆
静岡市 1₉.2 22.₈ 23.₇ 2₆.₀ 31.3 3₉.₀ 1₉.₈ 12.₀ －₇.2
5 ．ま　と　め
　我が国における人口減少，少子高齢化は深刻であることは「はじめに」で述べたとおりである．
これが日本経済に大きな負担になることは間違いない．本稿では人口減少，少子高齢化の地方財
政に与える影響を検討することとした．
　人口減少，労働人口（15～₆5歳未満人口割合）の減少，₆5歳以上人口割合の増加は一人当たりの
地方税額の減少，一人当たりの歳出額を増加させ，結果として一人当たりの地方交付税額を増加
させると予測される．マクロ経済の変動を無視して人口動向だけで予測すると一人当たりの地方
税額がかなり減少すると予測される（全国平均で2₀13年実績に対して25％程度下落する）．
　本稿では，全国平均で一人当たりの地方税額があまり変化しない（変化させるのは人口の対数値
だけ）ように設定している．労働人口（15～₆5歳未満人口割合）の減少による経済の低迷を技術革
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表22　地方自治体の地方税額，歳出額，地方交付税額の2₀4₀年の指数
地方税額指数 歳出額指数 地方交付税額指数
2₀13年 2₀4₀年 2₀13年 2₀4₀年 2₀13年 2₀4₀年
実績 推計① 推計② 実績 推計 実績 推計① 推計②
全国 1₀₀ ₈3.₇ ₉₉.₉ 1₀₀ ₉₇.3 1₀₀ 111.2 ₉1.5
東京圏（東京23区を除く） 1₀₀ ₈₇.₀ 1₀3.₉ 1₀₀ 1₀₈.2 1₀₀ 1₉₉.5 11₈.3
中京圏 1₀₀ ₉2.1 11₀.₀ 1₀₀ 1₀4.1 1₀₀ 14₈.₈ ₈₈.2
近畿圏 1₀₀ ₈5.5 1₀2.1 1₀₀ ₉₈.₆ 1₀₀ 11₆.₈ ₉₀.₀
三大都市圏 1₀₀ ₈₇.5 1₀4.5 1₀₀ 1₀3.₆ 1₀₀ 142.3 ₉₇.₇
地方圏 1₀₀ ₈1.₆ ₉₇.4 1₀₀ ₉3.₉ 1₀₀ 1₀2.₈ ₈₈.5
政令指定都市（2₀市） 1₀₀ ₈₇.₇ 1₀4.₇ 1₀₀ 1₀3.5 1₀₀ 14₇.₆ ₉2.₆
中核市（4₇市） 1₀₀ ₈4.3 1₀₀.₆ 1₀₀ 1₀1.2 1₀₀ 14₇.5 ₉3.4
特例市（3₇市） 1₀₀ ₈5.3 1₀1.₉ 1₀₀ 1₀2.2 1₀₀ 151.5 ₉5.3
人口1₀万人以上市 1₀₀ ₈3.₉ 1₀₀.2 1₀₀ 1₀₀.3 1₀₀ 142.2 ₉5.₀
人口 5万人から1₀万人未満市 1₀₀ ₈2.₉ ₉₉.₀ 1₀₀ ₉5.₇ 1₀₀ 112.₉ ₈₉.₀
人口 5万人未満市 1₀₀ ₇3.3 ₈₇.5 1₀₀ ₈3.₆ 1₀₀ ₈₉.₀ ₇₉.₇
新によりある程度補うことを期待している．また地方自治体の地方税額が全国平均であまり変化
しない（一人当たりの地方税額が増加する）といった期待をした予測も示した．しかし，高齢化に
よる一人当たりの歳出の増加額は避けられない．その結果，後者の想定（人口が減少しても地方税
額の水準は維持する）をしない限り地方交付税額が増加せざるを得ない．
　本稿では一人当たりの地方税額，歳出額，地方交付税額を検討したが，地方自治体の地方税額，
歳出額，地方交付税額の変化を検討してみよう．
　表22は予測される2₀4₀年の地方自治体の地方税額，歳出額，地方交付税額の2₀13年を1₀₀とした
指数である．
　推計①は一人当たりの地方税額が全国平均で低下しないような技術進歩が起こることを仮定し
た指数で推計②は地方自治体の地方税額が全国平均で低下しないよう技術進歩が起こることを仮
定したものである．
　全国平均で地方税額は推計①で₈3.₇となる．推計②は想定によりほぼ1₀₀となっている．歳出額
は一人当たりの歳出額は増加するが人口が減少しているので2₀4₀年の指数は₉₇.3となった．地方交
付税は推計①で1₀％程度増加し，推計②ではむしろ減少する．
　都市圏別，人口規模別にみると，東京圏の都市は高齢化の進行が急激なこともあり，人口が減
少する中で歳出額は2₀4₀年指数が1₀₈にもなる．地方交付税額も2₀13年実績で少ないこともあり，
推計①では倍近くになると予測されている．人口 5 万人未満の都市は2₀4₀年の地方税額は推計①
で2₀13年の実績に対して2₇％減少する．推計②でも1₆％も減少する．しかし，大きな人口減少も
あり歳出額も2₀13年より2₀4₀年の方が少ないという結果となった．地方交付税額も人口減少から
90
少なくなると予測されている．規模の小さな都市は財政問題より消滅可能性が大きな問題となり
そうである．
　本稿で行った技術進歩の想定をしない場合，財政の深刻度は増す．すなわち，2₀，3₀年の人口
減少，少子高齢化の波を変化させることができないとすれば，技術進歩により一人当たりの GDP
を増加させることができなければ事態は深刻になることを示している．地方財政の危機はそのま
ま国家財政の危機に結びつくものであり，成長構造を作るような成長戦略を進めることが必要で
あることを述べ，まとめに代える．
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